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１．背景と目的 

 結婚や出生といった家族構成の変化を伴うライフイベントの発生は，若年期における居

住地移動と密接に関連することが知られている（Ermisch and Steele, 2016; Kulu 2008; Kulu 

and Steele, 2013; Mulder and Wagner 1998; Mulder and Wagner, 2001; Steele et al. 2013）．

移動研究の分野において，縦断データを含む大規模マイクロデータを用いたライフコース・

アプローチの成果の蓄積がいち早く進んだ欧州や北米では，進学や就職・転職が比較的長距

離の移動を伴うのに対して，家族の規模・構成の変化や住宅事情といった要因を背景に生じ

る移動は短・中距離にとどまる傾向が確認されてきた（Kulu and Billari, 2006; Mulder and 

Wagner, 1998; Withers, 1998; Clark and Huang, 2003）．一方で，こうした国外の先行的な

研究においても，出生と居住地移動の関連については，代理変数としての世帯規模や子ども

数（の変化）の効果を検証するに留まることが多く，出生のタイミングも含めた直接的な効

果に関するエビデンスは限定的であることが指摘されている（Kulu, 2008; Kulu and Steele, 

2013）． 

 日本国内の研究では，とりわけ大都市圏における低出生率への関心を背景に，若年期にお

ける地域間の移動歴・移動類型が家族形成や出生行動に与える効果についての分析結果が

報告されてきた（鎌田ほか 2019; 小池 2006; 2009; 2014; 山内ほか 2020）．これらの日本

国内における研究は，若年期に集中するライフイベントの中でも，移動との関連が比較的不

明確であった家族形成や出生といった人口学的事象について，社会経済的属性も含めた詳

細なミクロデータを用いた分析を行い，とくに大都市圏における低出生力と人口移動の関

連を検証するという点において貴重な成果である．一方で，いずれの分析も国立社会保障・

人口問題研究所が実施する全国標本調査である「人口移動調査」によるデータを用いており，

この調査の設計上，結婚や出生に至る移動歴を，都道府県間移動や地域ブロック・都市圏間

移動といった比較的長距離の，そして発生頻度が低い形態の移動に基づいて把握するとい

う制約をもつ．すなわち，前述の国外の先行研究において世帯の形成・拡大期の移動の特徴

として指摘される短・中距離移動については，直接的な観察対象とされていない．また，日

本国内の人口移動に関する標本調査としては最大規模の調査データを用いているとはいえ，

依然としてサンプル規模に起因する制約もあり，地域間の比較に際する類型化も，「大都市

圏―非大都市圏」や「東京圏―非東京圏」といった大まかなものとなっている．結果として，

同じ都市圏内の中心部から郊外への移動や，あるいは中心部への回帰といった都市圏内移

動が，結婚や出生といったライフイベントによる家族の規模や構成の変化といかに関連す

るのか，こうした移動のパターンには地域的傾向や変化がみられるのかという点について

は，十分に検証されていない．
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世帯の形成・拡大に伴う短・中距離移動の発生や移動パターンを分析することは，とり

わけ大都市圏内における人口分布および人口移動の動向を説明する上でも，少なからず有

用であると考えられる．具体的には，高度経済成長期以降の大都市部の外延的な拡大に際

して，子育て世代による郊外への移動を伴う住宅取得行動が主たる要因の一つとなったこ

とは，よく知られている（例えば，中澤・川口 2001; 川口, 2002; 江崎, 2006）．一方

で，2000 年代以降のいわゆる「都心回帰」の局面で生じた若年世帯の移動特性の変化につ

いては，分析に利用可能な人口移動に関するデータの制約もあり，検証の蓄積も限定的で

ある．精度の高い人口統計を用いた分析としては，清水（2007）が，2000 年代に入って

以降の東京都中心部について，男女ともに 20 歳代半ば以降の年齢層においてもプラスの

社会増加が維持されるという従来とは異なる傾向を見出している．また，小池（2017）は

東京都区部における転入・転出それぞれの動向について，人口構造の変化による影響を除

去した移動性向を抽出する分析を行い，1990 年代末から 2000 年代初頭にかけての転入超

過拡大の初期には転出性向の低下が大きく寄与する一方で，次第に転入性向の影響が拡大

したことを示している．こうした地域人口学的分析による知見からは，2000 年代以降の

「都心回帰」においても，若年世帯による都市圏内移動のパターンに中長期的な変化が生

じていることが強く示唆される．一方で，これらの分析は，地域（特別区）単位の集計デ

ータを用いており，世帯の規模や構成の変化の背景にある出生歴と居住地移動をミクロレ

ベルでリンクさせたうえでその関連を直接的に検証したものではない点には留意が必要と

なる． 

 これらを踏まえて，本稿では，都市圏内の中心部－郊外間移動といった短・中距離移動

を捉えるとともに，その発生および移動パターンについての中長期的変化の観察が可能な

データを用いて，出生と居住地移動の関連についての分析を行う．具体的には，国内で発

生する出生の全件を長期間に渡ってカバーする人口動態調査出生票の個票データから，出

生歴と居住歴に関するカップル単位のデータを作成したうえで，追加出生に伴う市区町村

間移動の発生および移動パターンの分析を行う．次節では，分析に用いるデータと分析方

法の詳細について説明する． 

 

2．データと方法 

 本研究では，人口動態調査出生票（以下，出生票とする）において父と母の出生年月日

に関する情報が得られる 1992 年から直近の 2019 年までの個票データを用いて，母と父の

出生年月の組み合わせによる個体識別情報を生成し，カップル単位の出生歴に関する縦断

データの作成を試みる．そのうえで，出生時の居住地（市区町村）に関する情報を用い

て，第一子出生時から第二子出生時にかけての市区町村間移動を測定し，その発生および

移動パターンの変化を分析する．分析に用いるデータおよび分析方法の詳細は以下のとお

りである． 

まず，1992 年から 2019 年までの出生票に含まれるすべての出生ケースについて，母と
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父の出生年月日の組み合わせ（6 桁×6 桁）による 12 桁のカップル単位の識別番号の生成

を試みたところ，約 1,468.2 万通りの組み合わせが確認された．そのうえで，出生順位に

関して重複や矛盾が発生するケースについては，カップル単位の個体識別が不可能なケー

スとして除外した．具体的には，図 1 に例示したとおり，上記 12 桁の識別番号を共有す

る複数の出生レコード内で，同じ出生順位が重複して記録されている（例．出生順位 “1” 

が 2 レコード以上存在する）場合は，該当する識別番号をもつカップルが実際には 2 組以

上存在するケースとみなし，出生順位に関して「重複」が発生するエラー・ケース（Type 

1）とした．また，同じ識別番号内の複数の出生レコードについて，「出生年月日」と「出

生順位」に整合性が取れないケース（例．出生年月日の順に並べても，出生票に記録され

ている各レコードの出生順位が 2 → 3 → 1 となるケース）についても同様に，実際には 2

組以上のカップルによって記録された出生レコードとみなし，出生順位に関して「矛盾」

が発生するエラー・ケース（Type 2）とした． 

 

図 1. カップル単位の縦断データ作成におけるエラー判定の例 

 

※例示した数値はいずれも架空のデータによる． 

Type 1︓⺟と⽗の出⽣年⽉⽇ × 出⽣順位 の重複

⺟の出⽣年⽉⽇ ⽗の出⽣年⽉⽇
⺟と⽗の出⽣年⽉⽇

の組み合わせ
（⺟から⾒た）

出⽣順位
・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **
19950101 19650101 19600101 650101600101 1
19970101 19650101 19600101 650101600101 1
20000101 19650101 19600101 650101600101 2

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

Type 2︓⺟と⽗の出⽣年⽉⽇ × 出⽣順位 の⽭盾

⺟の出⽣年⽉⽇ ⽗の出⽣年⽉⽇
⺟と⽗の出⽣年⽉⽇

の組み合わせ
（⺟から⾒た）

出⽣順位
・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **
19950101 19650101 19600101 650101600101 2
19970101 19650101 19600101 650101600101 3
20000101 19650101 19600101 650101600101 1

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

Type 1 & Type 2

⺟の出⽣年⽉⽇ ⽗の出⽣年⽉⽇
⺟と⽗の出⽣年⽉⽇

の組み合わせ
（⺟から⾒た）

出⽣順位
・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **
19950101 19650101 19600101 650101600101 1
19970101 19650101 19600101 650101600101 2
20000101 19650101 19600101 650101600101 1

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ **

出⽣年⽉⽇

出⽣年⽉⽇

出⽣年⽉⽇
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いずれかのエラーが該当するケースを除いた結果，母と父の出生年月日の組み合わせか

ら作成された約 1,468.2 万通りの識別番号の組み合わせのうち，83.8%について個体識別が

可能と判定された（出生レコードが 1 件のみのケースを含む）．すなわち，約 1,229.9 万組

について，カップル単位の出生歴が特定可能となった．このうち，観察期間中の 1992 年か

ら 2019年の間に第一子出生と第二子出生のいずれも経験したカップルは約 619.6万組であ

った．第一子出生時の居住地あるいは第二子出生時の居住地のいずれかが「国外」あるいは

「市区町村不明」であったケースについては分析の対象外とした2．この結果，本研究にお

ける最終的な分析対象は 6,166,203 カップルとなった． 

 なお，第一子が多胎出生に該当する場合は，第二子出生時の居住地が第一子出生時と同じ

となり，観察上は移動が発生しえないケースとなる．この場合には，多胎数に応じて第三子

以降の出生時の居住地に関する情報を用いて市区町村間移動を測定した．具体的には，第一

子が双子の場合は第三子出生時の居住地，第一子が三つ子の場合は第四子出生時の居住地

に関する情報を用いるという方法により，第一子出生時以降の市区町村間移動を観察した3．

以下，本稿では，これらのケースも含めて「第二子出生時の居住地」として取り扱う． 

移動の発生および移動パターンの変化の分析に際しては，同じ都市圏内の中心－非中心

間の移動といった短・中距離移動を捉えるために，主要な都市圏をそれぞれ「中心部」と「非

中心部」に区分する地域分類を用いた．具体的には，総務省統計局が「平成 27 年国勢調査」

に基づいて市区町村を最小単位として設定している 14 の大都市圏・都市圏のうち，まず，

関東大都市圏・近畿大都市圏・中京大都市圏を「三大都市圏」とし，関東大都市圏について

は東京都特別区（23 区），近畿大都市圏については大阪市・京都市・神戸市，中京大都市圏

については名古屋市を「中心部」とした．総務省統計局による都市圏（大都市圏を含む）の

設定では，各中心市への 15 歳以上通勤・通学者の割合が「原則として常住人口の 1.5%以

上」となる市町村を「周辺市町村」として定義しており，本稿では上記の各三大都市圏に含

まれる「周辺市町村」を「非中心部」とした4．以下本稿では，これらの三大都市圏をそれ

ぞれ東京圏，大阪圏，名古屋圏と表記し，それ以外の市区町村を「非大都市圏」とする． 

「非大都市圏」については，さらに「主要地方都市圏・中心部」「主要地方都市圏・非中

心部」「非大都市圏その他」の３類型に分類する．総務省統計局による分類では，政令指定

都市を中心市とする大都市圏に加えて，いずれの大都市圏にも含まれない人口 50 万以上の

市を中心とする都市圏が設定されており，宇都宮都市圏・松山都市圏・鹿児島都市圏がそれ

に該当する．本稿では，上記で定義した「三大都市圏・中心部」以外の政令指定都市も含め

たこれら都市圏の中心市を「主要地方都市圏・中心部」として分類し，「三大都市圏」と同

様に，それぞれの都市圏に含まれる周辺市町村を「主要地方都市圏・非中心部」とする．そ

して，「非大都市圏」のうち，これら主要地方都市圏「中心部」「非中心部」のいずれにも該

当しない主要地方都市圏外の市町村を，「非大都市圏その他」として分類する． 

市区町村の単位は，観察の対象期間である 1992 年 1 月から 2019 年 12 月までの市区町
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村合併を反映させ，2019 年末のものに統一した上で市区町村間移動を測定した．したがっ

て， 1992 年 1 月以降に合併された市区町村間の移動については，合併前のものであって

も「同一市町村内」の移動とみなし，ここでの分析対象となる市区町村間移動には含めない

こととした．同様に，1992 年 1 月以降に政令指定都市に移行した市内の区間移動について

は，移行後のものであっても「市区町村間移動」には含まないこととした． 

 

3．結果 

 3-1. 第一子出生時居住地の地域類型別にみた移動の発生およびその変化 

図 2 は，第一子出生時から第二子出生時にかけての移動率を第一子出生時の居住地域別

に示したうえで，1990 年代以降の変化を第二子の出生年に基づいて示したものである．第

一子出生時以降の市区町村間移動が確認できたカップルの割合は，分析対象全体（n = 

6,166,203）の 22.7%であり，この割合は 1990 年代の 20.9%から徐々にではあるが上昇を

続け，直近の 2015～2019 年では 24.5%となっている．移動の発生状況を地域別にみると，

第一子出生時に大都市圏・中心部に居住していたケースにおいて，他の地域よりも高い移動

率が確認され，2010 年以降はいずれも 30%を超えている．1990 年代以降の変化をみると，

いずれの大都市圏・中心部においても第一子出生時以降の移動率は上昇傾向にあるが，とく

に名古屋圏・中心部における上昇が目立ち，近年では三大都市圏の中でも最も高い水準で推

移している．一方，第一子出生時の居住地が東京圏・中心部であったケースについては，

1990 年代は他の大都市圏・中心部に居住するケースよりも若干高い移動率であったものの，

2000 年代以降の上昇は比較的緩慢であり，2015～2019 年の移動率は大阪圏・中心部とほ

ぼ同じ水準の 33%となっている． 

 各大都市圏内の非中心部については，地域間の差が比較的大きく，1990 年代以降 27～

28%の水準で推移する東京圏において一貫して他の地域よりも高い移動率が確認される．

大阪圏・非中心部の移動率は，東京圏より低い水準にあるものの 21～22%の間で安定して

推移している一方で，名古屋圏については中心部と同様に移動率の上昇傾向がみられる．  

非大都市圏のうち，主要地方都市圏の中心部に居住するカップルの移動率は，上記の大都

市圏における非中心部の中間的な水準で推移している．すなわち，東京圏・非中心部よりも

低く，大阪圏および名古屋圏の非中心部よりも高いという相対的な水準が 1990 年代以降一

貫して維持されているが，大都市圏の中心部と同様に移動率の上昇傾向が確認される．直近

の 2015～2019 年における非大都市圏・中心部の移動率は 26%となり，東京圏・非中心部

に迫る水準にまで上昇している．非大都市圏の中でも主要都市圏の非中心部および主要地

方都市圏外に居住するカップルの移動率は相対的に低い水準で推移しているが，いずれも

1990 年代以降の移動率の上昇が確認でき，とくに主要地方都市圏・非中心部の移動率は

2000 年代半ば以降 20%を超えている． 
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図 2  第一子出生時の居住地域別、市区町村間移動の発生率（※）の推移 

 

 
※ 第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なるカップルの割合．図中の数値の詳細は，付

表 2 を参照． 
データ：「人口動態調査出生票」（1992 年～2019 年）による筆者集計． 

 

 

 3-2. 第一子出生時居住地の地域類型別にみた移動パターンおよびその変化 

 第一子出生時から第二子出生時にかけて市区町村間移動が確認されたカップルを対象に，

その移動先の分布を第一子出生時の居住地の地域類型別に示したものが図 3a～図 3c であ

る．まず，第一子出生時に大都市圏の中心部に居住していたケース（図 3a）についてみる

と，移動先の分布に関して三大都市圏の間でやや異なった傾向がみられる．具体的には，東

京圏や大阪圏では，それぞれの大都市圏内の非中心部に向かう移動が全体の 40%を超え，

一貫して最大の割合を占めるのに対して，名古屋圏ではその割合が 30%台に留まっており，

2000 年代以降は中心部内への移動の割合を下回っている．また，名古屋圏の中心部（すな

わち名古屋市内）からの移動の特徴としては，その他の大都市圏に向かう割合が比較的高い

点も挙げられ．近年やや低下傾向にあるとは言え，直近の 2015～2019 年でも 16%となっ

ている． 
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図 3a  第一子出生時に【大都市圏・中心部】に居住していたカップルの移動先の分布 

 

注：集計の対象は第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なるカップル． 
データ：「人口動態調査出生票」（1992 年～2019 年）による筆者集計． 

 

 

こうした大都市圏・中心部からの移動について，それぞれの大都市圏内移動に占める非中

心部への移動の割合の変化をみると，いずれの地域でも 1990 年代から 2000 年代にかけて

の低下が確認できる．とりわけ東京圏と名古屋圏の中心部において，それぞれの大都市圏内

移動に占める非中心部への移動の割合の低下が目立ち，東京圏・中心部では 1990 年代の

59%から 2000～2004 年には 54%，名古屋圏・中心部では 51%から 46%に低下している．  

加えて，1990 年代と比較した大都市圏・中心部からの移動先の分布の変化として，非大

都市圏に向かう移動の割合の低下が確認できる．具体的には，東京圏・中心部からの移動に

ついては，1990 年代には 19%が非大都市圏に向かっていたが，その割合は 2000 年代に入

ると 10%台半ばに低下しており，名古屋圏でも 1990 年代には 15%であった非大都市圏へ

の移動の割合が，2010 年代後半では 11%にまで低下している．  

第一子出生時に大都市圏の非中心部に居住していたケースについては，移動先の地域類

型の分布に関しては三大都市圏で概ね共通の傾向がみられる．すなわち，同じ大都市圏の非
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中心部内で移動する割合がいずれも大半を占め，東京圏では概ね 70%以上，大阪圏と名古

屋圏でもそれぞれ 60%以上となっている（図 3b）．また，こうした非中心部内の移動が占め

る割合は，1990 年代と比較して 2000 年代にはいずれの三大都市圏でも上昇するが，この

傾向は東京圏と名古屋圏においてやや目立つ．その他の地域への移動については，とくに東

京圏と名古屋圏において，それぞれ中心部からの移動と同様に非大都市圏に向かう割合に

低下がみられる． 

 

 

図 3b  第一子出生時に【大都市圏・非中心部】に居住していたカップルの移動先の分布 

 

 
注：集計の対象は第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なるカップル． 
データ：「人口動態調査出生票」（1992 年～2019 年）による筆者集計． 
 

 

主要地方都市圏中心部からの移動先の分布をみると，同じ都市圏の中心部内の移動が約 3

割，非中心部への移動が約 2 割となっており，主要地方都市圏においても，第一子出生時か

ら第二子出生時にかけて非中心部に移動する割合が一定のシェアを占めていることが確認

できる（図 3c）．ただし，こうした非中心部への移動がそれぞれの都市圏内移動に占める割
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合は，1990 年代の 45%から若干低下している．すなわち，前述の大都市圏中心部からの移

動と同様に，1990 年代から 2000 年代にかけて移動の発生率そのものは上昇したものの，

それぞれの都市圏内移動に占める非中心部への移動割合は低下したことになる．また，主要

地方都市圏中心都からの移動の特徴として，同じ地方都市圏以外の非大都市圏への移動が

全体の 25%以上，大都市圏への移動が約 20%となっており，第一子出生時に居住していた

都市圏以外の地域に向かう比較的長距離の移動の割合が大きい点が挙げられる． 

 

 

図 3c  第一子出生時に【非大都市圏】に居住していたカップルの移動先の分布 

 

注：集計の対象は第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なるカップル． 
データ：「人口動態調査出生票」（1992 年～2019 年）による筆者集計． 
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4．考察とまとめ 

 本稿では，1992 年以降の人口動態調査出生票から得られる母と父の出生年月の組み合わ

せを用いてカップルを単位とする個体識別情報を生成したうえで，第一子出生時から第二

子出生時にかけての市区町村間移動の発生および移動パターンの変化についての分析を行

った．分析の結果，第一子出生時に大都市圏・中心部に居住するカップルにおいて，その後

の第二子出生にかけての移動率が高くなる傾向が確認された．また，こうした第一子出生時

以降の移動を経験するカップルの割合は，東京圏および大阪圏それぞれの非中心部を除く

ほぼすべての地域において，2000 年代以降に上昇していることが明らかとなった．東京圏

では，こうした移動率の上昇に加えて，中心部内での移動の割合が拡大する一方で，圏内移

動に占める非中心部への移動の割合が低下した．このことから，2000 年代以降のいわゆる

都心回帰においては，世帯の拡大期にある若年カップルや子育て世代による移動パターン

の変化，とりわけ郊外地域への転出傾向の低下が一定の役割を果たしていることが示唆さ

れる．こうした中心部内移動の相対的な拡大は名古屋圏においても確認されたが，大阪圏・

中心部からの移動に関しては，その行先の分布にほとんど変化はみられなかった． 

 加えて，大都市圏からの移動については，非大都市圏に向かう移動の割合が 1990 年代

と比較して低くなっており，この傾向は第一子出生時の居住地が大都市圏の中心部であっ

たケース，非中心部であったケースいずれにおいても確認された．これらの分析結果は，

大都市圏内における中心部と非中心部間の移動という比較的短・中距離の移動と，大都市

圏から非大都市圏への長距離移動のいずれにおいても，家族形成・拡大期にある若年カッ

プルの移動パターンの変化が，都心回帰ならびに大都市圏への集中といった近年の人口移

動の潮流の一つの構成要素となっていることを含意する．とりわけ各都市圏内部における

移動パターンの変化は，人口動態調査出生票による情報を活用した市区町村間移動につい

て，25 年以上の期間を観察対象にしたことによって検証が可能となったものである． 

中心部への回帰傾向は主要地方都市圏についても確認されたが，この分析結果は，非大

都市圏における人口分布の変化とその要因を検証するうえでも，有益な知見となると考え

られる．本稿における分析結果を踏まえた上で，とくに特徴的な地域やケースを中心に個

別の市区町村間の移動に関する詳細分析を蓄積するとともに，長期的には，これらの分析

から得られた知見を地域別の将来人口推計に活用することが期待される．具体的には，地

域別将来人口推計における「出生 → 0～4 歳」の移動に関する仮定値設定や出生数の推計

に，本稿で対象とした出生と移動の関連に関する分析結果が活用できる可能性が考えられ

る． 

  

-82-



 
 

付表 1 分析で用いた都市圏の分類 

 
注：各都市圏の中心部・非中心部の区分は，平成 27 年国勢調査結果に基づく総務省統計局による大都市圏

および都市圏の「中心市」「周辺市町村」の設定に依拠する．ただし，総務省統計局の設定では関東大

都市圏（本稿では東京圏）の中心市に含まれる政令指定市のうち，さいたま市・千葉市・横浜市・川崎

市・相模原市，近畿大都市圏（同 大阪圏）の政令指定都市のうち堺市については，本稿の分類ではそ

れぞれの大都市圏の中心部からは除外し，「非中心部」とした． 

 

付表 2 第一子出生時の居住地域別、市区町村間移動の発生率 

（%） 

 総数 

     

第二子出生年 

1992～99 年 2000～04 年 2005～09 年 2010～14 年 2015～19 年 

総数 22.7  20.9  22.0  23.1  23.6  24.4  

大都市圏・中心部       

 東京圏・中心部 31.1  29.9  29.5  30.6  32.3  32.6  
 大阪圏・中心部 30.1  29.0  29.3  29.3  31.0  32.2  
 名古屋圏・中心部 31.4  27.6  30.4  30.4  33.6  34.8  

大都市圏・非中心部       

 東京圏・非中心部 27.5  27.4  27.5  27.8  27.2  27.4  
 大阪圏・非中心部 21.8  21.6  22.0  21.8  21.4  22.1  
 名古屋圏・非中心部 20.7  17.0  19.1  21.2  22.6  23.9  

非大都市圏       

 主要地方都市圏・中心部 24.5  23.0  23.9  24.9  24.8  25.8  
 主要地方都市圏・非中心部 19.2 16.0  18.3  20.3  20.7  21.2  
 非大都市圏その他 17.1 14.8 16.5 17.9 18.3 19.0 

 
注：市区町村間移動の発生率は第二子出生時に居住する市区町村が第一子出生時と異なるカップルの割合．  
データ：「人口動態調査出生票」（1992 年～2019 年）による筆者集計． 

中心部 非中心部

三大都市圏

東京圏 東京都特別区部 ・

大阪圏 大阪市・京都市・神戸市

名古屋圏 名古屋市

非大都市圏

主要地方都市圏 ・

札幌大都市圏 札幌市

仙台大都市圏 仙台市

新潟大都市圏 新潟市

静岡・浜松大都市圏 静岡市・浜松市

岡山大都市圏 岡山市

広島大都市圏 広島市

北九州・福岡大都市圏 北九州市・福岡市

熊本大都市圏 熊本市

宇都宮都市圏 宇都宮市

松山都市圏 松山市

鹿児島都市圏 鹿児島市

非大都市圏その他

各大都市圏および都市圏の中心部の市への
15歳以上通勤・通学者の割合が当該市町村
の常住人口の1.5%以上であり，かつ中心部
の市と連接している市町村

ただし，各中心部の市への15歳以上通勤・
通学者数の割合が1.5%未満の市町村であっ
ても，その周辺が非中心部（総務省統計局
による設定では「周辺市町村」）の基準に
適合した市町村によって囲まれている場合
は，非中心部とする．

※上記以外の市町村

都市圏
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1 本稿で使用した「人口動態調査」の調査票情報（個票データ）は，統計法第 33 条の規定

に基づき二次利用したものある。 
2  人口動態調査では，届出の出生年月日が調査「前々年以前」であったケースについては，

出生時の市区町村を「不詳」としており，この場合は出生時居住地に関しては都道府県レベ

ルの情報のみが把握可能となる． 
3 なお，こうした第一子出生時が多胎出生に該当したうえで観察期間中の追加出生が確認さ

れたケースは，分析対象全体（n = 6,166,203）の 1%未満であった． 
4 ただし，三大都市圏に含まれる政令指定都市（2019 年 12 月時点）のうち，さいたま市・

千葉市・横浜市・川崎市・相模原市（以上，関東大都市圏），堺市（近畿大都市圏）につい

ては，本稿の分析では「非中心部」として取り扱う．分析で用いた都市圏の分類は付表 1 を
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